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	【―――もし、あなたやあなたの家族が医療事故にあったら？】
そんなときは事故の原因を究明し、医療機関側に問題があったのなら充分な補償を求めたいと思うのが当然だろう。だが、その補償を受け取るまでにあなたは一体何年を費やすことになるのだろうか。いったいどれだけの補償を受け取る事が出来るのだろうか。

そもそも、受け取ること自体可能なのであろうか。

医療機関は私たちにとって大変身近な機関だ。
昨今、医療技術や新薬の開発が飛躍的に進み、以前からは考えられないほどの高度な医療を多くの国民が受けられるようになった。今後高齢化も進み、医療機関の需要はますます増えていくだろう。ところがそれに伴い、本来治療を施すための医療現場での思わぬ事故も多発している。
【医療事故増加の推移データ？】
医療事故事件における被害者救済方法は、主に民事訴訟制度によるものがある。しかし、医療訴訟は審理の長期化や認容率の低さなどから、その他の民事訴訟に比べると患者側に難しい現状にあるのは間違いない。その理由は一体どこにあるのだろうか。
また一方で近年患者側の権利意識が高まっており、事故が起きた際、訴訟に踏み切るケースが増加している。
【医療事故の訴訟件数の推移データ？】
医師側においてもこの訴訟リスクを恐れてか、相対的に見て特に訴訟件数の多い産婦人科医の数が年々減少の一途をたどっている。
このような事態が他の医療科医にも広がれば、全体的な医師不足にも繋がりかねない。
そのとき、私たちはより良い医療環境を確保できるのであろうか。
そこで今回の発表で我々NLD～法律学研究会～は、現在日本で検討され、諸外国でも導入されている、裁判を必要としない補償制度『無過失補償制度』をふまえ、考えていきたい。
	

	
	【過失と因果関係】
過失については、患者側が注意義務の内容を当時の医療水準を基準に提示することになり、医師側の裁量で提示した医療水準を理由に「過失がなかった」という主張はされにくくなった。
因果関係についても、厳格な因果関係まで求められていないため患者側の立証責任が軽くなった。
　それでも依然、医療過誤訴訟は難しく、一般の民事訴訟と比べその認容率はかなり低い。
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　その背景には医療過誤訴訟ならではの困難性がある。


	【医療訴訟における被害者側の困難性】

被害者救済を阻む医療現場の「３つの壁」
・「専門性の壁」：医療・医学それ自体が高度に専門化した領域であり、患者側の弁護士にはある程度の医学の知識が必要。
　　　　　　　　　　⇒ 協力医の要請

· 「密室性の壁」：手術室や病室は密室であるから、その中で起きた医療事故は公になりに　　　　　

くい。

⇒ 証拠収集の問題

・「封建性の壁」：医師同士のかばい合いから、被告となった医師に不利な情報が患者側に提供されにくい*1。
　⇒ 患者側が協力医を得るのが困難
　また、医療過誤事件では高度な専門性を伴うものであることが多いため、争点整理に時間がかかる、鑑定人を見つけがたい等の理由で長期間の審理が必要となる。その間、患者にかかる精神的負担も大きい。
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	*1）手術中の医療ミスの内部告発をした手術助手が、病院に名誉毀損で訴えられ、助手に対し損害賠償の支払いが認められたケースもある。（2006年7月6日最高裁判決）

	
	　また、近年医師側においても次のような問題が挙げられている。
【医師側のリスク】
・患者側の立証責任の軽減などから、たとえ医師が最善を尽くしても結果が悪ければ訴訟になりうる可能性が高まる
　　⇒ 防衛医療の傾向へ

・産科医数の低下と訴訟件数の関係
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　訴訟の増加が産科医の全国的な不足の一因ではないか。
⇒⇒ ひいては医療環境の悪化につながりかねない


	【民事訴訟以外の手段による紛争解決方法】
医療過誤紛争の解決の手段としては、主に以下の４つが挙げられる。
・民事調停手続き：裁判官調停委員が当事者双方の言い分を聞き、法律的な判断を基本におきながら紛争の実情に応じた調停案を提示。
<利点>  訴訟に比べ手続が簡単で、費用も低額。
<難点>  医師は、過失の事実を認めなくてはならず、医療機関としての評判にかかわりうる。通常、低額の賠償金に関して行われる。
・弁護士の斡旋・仲裁手続き：主にベテラン弁護士が斡旋・仲裁人となり、証拠を検討した上で紛争の解決基準を示してもらう制度。
<難点> 仲裁人が医療を専門にしているとは限らないので、医療紛争の解決手段には不向き。
・医薬品副作用被害救済制度：医薬品を適正に使用したにもかかわらず、副作用によって一定レベル以上の健康被害が生じた場合に、医療費等の諸給付を行う制度。
<利点> 民法上で医薬品被害の賠償責任追及無しに、金銭的救済を受けることが可能。
　　　 因果関係等を立証する必要なく給付を受けることが可能。
　　 　製薬会社などの民事上の責任主体がいなくても救済を受けることが可能。
　　 　一時金の支払いだけでなく、年金も受け取ることが可能。
　 　　審査期間が医療訴訟よりも短い（平均で約１年）。
<難点> 情報の完全公開になじまず、被害の真実の究明がないがしろにされてしまっている。
　   医薬品による健康被害のみが救済対象であり、また、対象となる医薬品も限定。
・示談：対立する当事者間で話し合い、お互いに譲歩して妥協点を見つけ紛争をやめる約束を交わすこと
<利点> 訴訟と比較して費用も時間も労力も低コストで済み、円満に解決することができる。
<難点> 示談の相手方が実質保険会社であることが多く、解決できないことが多々ある。
	

	*1）労働者災害補償保険制度　「第１条　労働者災害補償保険は、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障害、死亡等に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行い、あわせて、業務上の事由又は通勤により負傷し、又は疾病にかかつた労働者の社会復帰の促進、当該労働者及びその遺族の援護、労働者の安全及び衛生の確保等を図り、もつて労働者の福祉の増進に寄与することを目的とする。」

*2）健康被害の補償等に関する法律　「第25条　都道府県知事は、その認定に係る被認定者（政令で定める年齢に達しない者を除く。）指定疾病による障害の程度が政令で定める障害の程度に該当するものであるときは、当該認定者の請求に基づき、公害健康被害認定審査会の意見を聞いて、その障害の程度に応じた障害補償費を支給する。」

*3）予防接種法　「第11条　市町村長は、当該市町村の区域内に居住する間に定期の予防接種又は臨時の予防接種を受けた者が、疾病にかかり、障害の状態となり、又は死亡した場合において、当該疾病、障害又は死亡が当該予防接種を受けたことによるものであると厚生労働大臣が認定したときは、次条及び第十三条に定めるところにより、給付を行う。」


	【無過失補償制度とは】

無過失補償制度とは、患者が医師側の過失を立証できなくても、被害者となった患者側に一定額の金銭的補償をする制度のことである。例えば、現在の日本においては、労働者災害補償保険法 第１条*1、公害健康被害の補償等に関する法律 第25条*2、予防接種法 第11条*3などによって定められている無過失補償の仕組みがこれに当たる。

さらに、日本では、産科医療の分野においても、日本医師会の働きかけから、2006年11月29日に、自由民主党（以下、自民党）が無過失補償制度構想を公表し、特に問題が多いとされる脳性まひに対して、無過失補償制度の導入を検討している。

そこで、まず、日本医師会の提案が経緯を紹介し、次に日本医師会案の制度と、それを受けて出された自民党案の制度の概要について説明する。さらに、その自民党案を受けて公表された日本弁護士連合会の「『医療事故無過失補償制度』の創設と基本的な枠組みに関する意見書」の概要を紹介する。

【日本医師会による提案の経緯】

1972年
「医師として過失がないのに不可避に生ずる重大な被害に対しては、国家的規模で損害補償制度を創設し救済を図る。」と報告
2004年
「医療に伴い発生する障害補償制度」について検討するプロジェクト委員会を設置
2006年1月
最も緊急性が高い『分娩に関連した脳性麻痺に対する補償制度』の先行実施を求める」内容の提言
2006年6月
「分娩に関連する脳性麻痺に対する障害補償制度」の制度化に関するプロジェクト委員会を設置
2006年8月
「分娩に関連する脳性麻痺に対する障害補償制度について」の答申書を作成


	【日本医師会案と自民党案の制度比較】

　

日本医師会案
自民党案
趣旨

第一次的意義…障害者救済

第二次的意義

① 医師患者間の信頼関係構築、

② 少子化対策、

③ 患者の経済的・精神的負担の軽減、

④ 減少する産婦人科への支援などといった国の社会補償制度の一環
安心して産科医療を受けられる環境整備の一環として

1 分娩に係る医療事故により障害が生じた患者に対して救済

2 紛争の早期解決

③ 事故原因の分析を通して産科医療の質の向上を図る仕組みを創設
機関

「分娩に関連する脳性麻痺に対する障害補償基金(仮名称)」、調査等の委員会、補償基金運営事務局
「運営組織」(補償対象の審査・事故原因の分析)
補償対象

原則として生下時体重2200グラム以上、または在胎週数34週以上で出産した児であって、専門家が該当すると診断した場合
通常の妊娠・分娩にも関わらず脳性麻痺となった場合
補償内容

出生から5歳まで…2000万円(一括)

6歳から17歳…介護料(年金方式)

18歳以降…介護料に加えて、逸失利益(男女全年齢平均年収の80％)
保険料額や発生件数等を見込んで適切に設定するとし、1000万円前後を想定
財源

総合的少子化対策の一環として国の予算として支出

医療機関や助産所が運営組織を通じて保険会社に保険料を支払う、
その他

基金では、迅速な救済を図り、「安全対策上有効な」事例については、問題点を公表

保険料の負担に伴い分娩費用が上昇した場合は出産一時金で対応を検討

【制度の運営に係る基金の総額】*1
１年目から
5年目まで
6年目から
10年目まで
11年目から
20年目まで
補償総額(毎年)
50億円
36億円
61億円
また日本医師会は制度の機能のためには20年後の2026年までに基金総額が年間60億円（基金機構運用費用を含む）必要と算出し21年目以降の運用に関してはそれまでの実績を考慮し、検討していくことを要望。

	*1）2007年3月16日付けの意見書における日弁連の意見

*2）訴権

訴訟を起こす権利
	【『医療事故無過失補償制度』創設と基本的な枠組みに関する意見書概要】*1
日弁連は、国は被害者の救済と医療の安全と質の向上を制度の目的とすべきと考えており、

「医療事故無過失補償制度」について、以下の通り提案

1． 迅速に、公平かつ適切な補償がなされること

2． 医療事故を十分に調査し、事故原因を究明、同種事故の再発防止策を策定すること

3． 上記調査結果と再発防止策などについて、当該医療事故の当事者らに報告ととも　　に、可能な限り公表すること

４．運用機関として、市民が参加する第三者機関を創設すること

【海外の無過失補償制度】

スウェーデン

ニュージーランド

内容

患者あるいは家族が口頭で申し込むとPCIが審査して決定。

傷害がACCの保護の対象となるかを医師等に相談のうえ、請求書類を作成してもらい、十二カ月以内にACCへ提出する。
財源

公費と医療従事者の保険料。

雇用者拠出金、自動車登録税、一般財源。

機関

PCI（訴えを審査して補償する機構）

医療規律審議会。
NZC（無過失補償制度）を基に

ACC（事故補償委員会）が管理・運営。

対象

補償すべき条件はあらかじめ決定。しかしフレキシブルに変更。

労災、自動車事故、スポーツ事故、家庭内事故、医療事故。

補償額

全体の医療費の大きさ、その中の補償額の占める割合、障害の性質を勘案して決める。

年間補償額は４５～５０億円。

医療費の支払い等の他、休業期間中の所得補償（八〇％まで）、所得減額分の補償など、必要とされる定期金給付を受けることができる。
基準

回避が可能であったかどうかを基準とする。（過失の有無ではない）

内外の国民のほか、滞在中の外国人に対しても適用。対象となる傷害については、原因を問わず（もちろん自損事故も）救済。
その他

患者には訴権*2が留保。

著しい障害ケースを除いては、個々の事故（医療事故を含む）で訴権はない。



	【医療事故における無過失補償制度の提案(NLD案)】

１　基本理念

　よりよい被害者救済のため、被害者側に負担の多いと言われている訴訟の数を減らす制度設計をめざして

２　制度概要

1 被害者に対する医療事故発生の原因究明と報告(被害者の切実な望み)

2 被害者への経済的救済(被害者が満足する基準の策定)
3 医療の向上のための再発防止案と情報公開(医師の調査に協力する義務の要求)
３　具体的制度設計
対象

自民党案では出産時の脳性まひに限定→医療全般への拡充

財源

医療機関と被害者になる可能性のある市民全員のリスクの分担　

機関

事実を調査する部門と支給をする部門との連携システムの構築

補償額

最低補償額　＋　過失分の上乗せ

さらに我々の基本理念を達成するため、以下の3点の無過失補償制度への導入を提案。

　Ⅰ　医療事故調査委員会の設け医療事故被害者に対し調査報告するシステムを構築。さらに同委員会で医療事故の事例を集積・分析をおこない再発防止策の策定と医療機関等への情報の提供

　Ⅱ　制度加入者は医療機関・助産所のみならず医療器具メーカーや製薬会社も対象とする
　Ⅲ　モラル・ハザードを防ぐため、医療事故が過失によるものと認められた場合、医師等や製薬会社・医療機器メーカーに対し何らかの段階的なペナルティーを課す

· 　納得できない場合の被害者側の訴訟は、日本の憲法には裁判を受ける権利を定めているので否定することは困難。この制度は訴訟回避を「目的」とするのではなく、患者・家族が医療事故の経過を理解し、納得することでもたらされる「結果」に過ぎない。そのため、十分な報告と補償がおこなわれれば、訴訟しようとする気運は収まるであろう。
　【私見】
我々の発表は、医療事故の被害者救済について、無過失補償制度を提案したものであり、被害者自身が真に望む救済の実現ためのものである。しかし、この案は決して完全なものではなく、具体的な補償額や給付の認定基準など、考えるべき点は多い。

今後、政府には、無過失補償制度を創設するにあたっては、よりよい被害者救済と医療過誤裁判数の減少を図るといった視点も考慮することを望む。
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Ⅲ　無過失補償制度
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〔表２〕平均審理期間の比較
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〔表１〕訴訟認容率の推移
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Ⅱ　医療過誤訴訟の現状





〔表３〕産婦人科における訴訟件数と医師数の推移

















＊1）対象となる脳性麻痺の発生を年間250件と推定し、その他の算出条件「医師に過失がある場合における医師賠償保険の対象額の控除、障害者年金等の公的支給額の控除等」を勘案した数値






































*1 











*1 


*1 


*2 





6
7

